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普通交付税算定からみた大都市特有の財政需要
＊
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 はじめに：問題意識と課題 

 

 これまで大都市財政に関しては、大都市特有の財政需要に対して税財源が十分でないと

の主張が繰り返しなされてきている。指定都市市長会（2010）『大都市財政の実態に即応

する財源の拡充についての要望（平成23年度）』(１)でも、「指定都市では、圏域の中枢都

市としての財政需要や、人口の集中・産業の集積に伴う都市的課題から生じる財政需要と

いった大都市特有の財政需要を抱えているにもかかわらず、都市税源である消費・流通課

税及び法人所得課税の配分割合が極めて低くなっている」と述べ、大都市特有の財政需要

に対応した都市税源の拡充強化が必要としている(２)。しかし、前提である大都市特有の

財政需要については十分な分析が行なわれてきているわけではない。指定都市市長会

（2010）では、「地方交付税の算定にあたっては、大都市特有の財政需要を的確に反映さ

せる仕組みを構築する」ことが必要との見解が示されながらも(３)都市的財政需要として、

指定都市における人口１人当たり土木費および民生費が全国平均を上回ることを示すにと

どまっている。大都市特有の財政需要を具体的に示すこと自体が容易でないということに

も起因すると思われる。 

 そこで本稿においては、交付税算定の検証をつうじ大都市特有の財政需要はどのように

考えられているのかという視点から、この課題へのアプローチを試みる。はじめに近年の

                                                                                 

＊ 本研究は2009年度から地方自治総合研究所Neo財政研究会で行なってきた「大都市税財政の研

究」の成果の一部である。 

(１) 平成22年10月。 

(２) 指定都市市長会（2010）『大都市財政の実態に即応する財源の拡充についての要望（平成23

年度）』p.9。 

(３) 同上、p.17。地方交付税、臨時財政対策債発行可能額を含めた額、基準財政需要額のいずれ

もが、指定都市総額が全国総額を上回る削減率であるという地方交付税等の削減状況が示され

ている。 
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普通交付税算定の流れと特徴を概観した上で、市町村規模別でみた大都市算定の動向を示

し、さらに大都市別の算定動向を検証する。これらの具体的検証を通じ、大都市特有の財

政需要の現状を示し考察を加えていきたい。 

 

 

 1. 近年の交付税算定の特徴 

 

 まずはじめに、近年の普通交付税算定の特徴について本稿に必要な範囲で言及しておく。

地方交付税総額は、制度設立以来、増額を続けていたものの、2000年代以降は伸び悩みを

示している。この背景には地方交付税の原資となる国税収入の低迷とともに、行政改革等

による地方歳出の抑制があった。総額の不足については、2001年度以降、臨時財政対策債

発行での対応も常態化している。このような総額抑制、地方歳出自体の抑制の動きは、基

準財政需要額の算定自体にも影響を与えていったと考えられる。 

 財政需要が拡大する局面では、それに対応するかたちで、測定単位や補正係数が新設さ

れ、単位費用も増額していくが、抑制の局面では変化が生じてくる。2001年度以降は、経

済財政諮問会議で財政再建の対象として地方財政、とりわけ交付税算定が取り上げられる

ようになり、2002年度算定から段階補正や事業費補正の見直しが行われた(４)。段階補正

は、それ以前の1998年度から、市町村分の段階補正の4,000人未満での割増の打ち切りが

行なわれていたが、2002年度以降は３カ年かけて、割増率を団体平均から効率的な上位３

分の２の平均に設定するという見直しが行なわれた。元々、算定の簡素化自体は、1998年

地方分権推進計画の中で提言されたという経緯があるが、そこでの簡素化の中身は補正係

数による算定を、極力、法律で定める単位費用として算定するということであり、これを

受けて、いくつかの補正係数の廃止と単位費用化が行なわれた。2001年度以降の算定簡素

化は、これに新しい要素が加わったということである。このほか、算定の簡素化として、

都道府県分について経費種類の統合等、補正係数の削減が行なわれ、2006年度以降は、政

令市分を中心に普通態容補正係数の見直しが着手されている。 

 このように交付税算定のあり方は、拡大局面においてできる限り個別の財政需要を精緻

に反映する方向から、できる限り簡素な算定を目指す方向への転換が行なわれた。これは、

岡本（2004）によれば、より細かな算定をという従来路線の転換であり、「地方の自立に

                                                                                 

(４) 留保財源率の見直しもある。 
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向けた財源保障の縮小」であった(５)。同じく算定の簡素化とはいえ、地方分権推進計画

にもとづく簡素化は、ルールの法制化の観点から行なわれたものであるのに対して、2002

年度以降は財源保障機能を低下させるものとして機能したとの評価もある(６)。 

 これらを踏まえると、近年、算定は、総額縮小の中で、一部の経費を除き単位費用が縮

小していたが、補正係数についても「簡素化」の下に縮減傾向にあったとみられる(７)。

さらに、測定単位となる人口も、一部都市を除き、近年軒並み減少傾向にあった。市町村

算定においては測定単位において人口を用いるものが多く(８)、単位費用、補正係数と併

せて、測定単位である人口の減少も、個別団体にとって標準的財政需要の算定が縮減に働

く要素となっていた構造があると考えられる(９)。 

 こうした流れの中で、算定簡素化論の１つの帰結として2007年度に、いわゆる新型交付

税が導入されている。これは「算定方式の抜本的な簡素化を図り、交付税の予見可能性を

高める観点から、人口と面積を基本とした簡素な算定を行う」、その制度設計については、

「地方団体の財政運営に支障が生じないよう変動額を最小限にとどめる」ことを基本とす

るもので(10)、①国の基準づけがない、あるいは弱い行政分野に、人口と面積を基本とし

た簡素な算定が導入されたこと、②「離島、過疎など真に配慮が必要な地方団体に対応す

る仕組みを確保」として、条件不利地域への配慮が盛り込まれた点、③制度設計について

は、地方団体の財政運営に支障が生じないよう変動額を最小限にとどめるとされた点、が

ポイントとなっている。具体的には、従来算定における経常経費のうち、「企画振興費」、

「その他の諸費」、投資的経費のうち「道路橋りょう費」および「港湾費」を除く投資的

経費を「包括算定経費」に移行し、人口と面積により算定することとされた。それ以外は

「個別算定経費」として算定される。包括算定経費のうち、人口分については段階補正が

適用され、面積分については種別補正が適用されることにより、行政コスト差が反映され

る。これらの結果、経常経費と投資的経費の区分が廃止され、算定項目は2006年度95（道

                                                                                 

(５) 岡本（2004）、p.191。 

(６) 大坂（2007）、pp.27-28。 

(７) 岡本（2004）、p.196では次のような指摘がある。「交付税改革が進むと、財源保障機能が

縮小する。まず、総額が減ることで財源保障（の規模や割合）が縮小する。次に、補正係数が

廃止縮減されることで、各団体への財源保障（きめ細かな算定）が、縮小する」。 

(８) 飛田（2008）、p.65によれば、測定単位別の基準財政需要額構成比（全国計、一本算定、

2006年度）は、都道府県において人口（国調人口）が35.5％であるのに対して、市町村は

64.2％と高くなっている。 

(９) この点は飛田（2008）に有益な示唆がある。 

(10) 地方財務協会編『改正地方財政詳解』2007年度、黒田（2007）、出口（2008）など。 
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府県42、市町村53）から、2007年度68（道府県32、市町村36）に減少している。さらに、

離島、過疎など真に配慮が必要な地方団体に対応する仕組みを確保する点は、「地域振興

費」の創設に反映されたといえる。 

 このような新しい算定方式の導入に加え、2008年度以降は新たに算定費目が追加される

という算定方法の変化がみられている。2008年度は「地方再生対策費」が創設された。こ

れは地方税の偏在是正による財源を活用して、地方と都市の共生の考え方の下、地方が自

主的・主体的に取り組む地方の活性化施策に必要な経費を包括的に算定するというもので、

道府県1,500億円程度、市町村2,500億円程度と、市町村に重点的な配分がなされている。

市町村分は、測定単位を「人口」と「耕地及び林野面積」とし、「人口」分については、

段階補正のほか、第１次産業就業者比率、高齢者人口比率を用いた補正が行なわれること

になった。 

 続く2009年度には、「生活防衛のための緊急対策」として別枠で増額された地方交付税

１兆円のうち5,000億円が、「地域雇用創出推進費」として創設されている。雇用創出に

つながる事業を実施できるよう、雇用情勢や経済・財政状況の厳しい地域に重点的に算定

されることになったもので、道府県分、市町村分ともに2,500億円程度ずつ配分された。

道府県分、市町村分とも測定単位は「人口」とし、道府県分は、段階補正のほか、歳入合

計に占める自主財源割合の低さ、１人当たり県民所得の低さおよび有効求人倍率の低さに

より割り増す補正が適用され、市町村分も段階補正のほか、歳入合計に占める自主財源割

合の低さ、納税者１人当たり課税対象所得の低さ、第１次産業就業者比率の高さにより割

り増す補正が適用された。ただし、「地域雇用創出推進費」は2010年度には廃止されたこ

とから、算定費目も廃止されている。 

 しかし、替わって2010年度には、地方財政計画において当面の地方単独事業等の実施に

必要な歳出として創設された特別枠「地域活性化・雇用等臨時特例費」に対応し、普通交

付税の臨時費目として「雇用対策・地域資源活用臨時特例費」4,500億円程度（うち、雇

用対策の取組に3,000億円程度）が創設され、道府県、市町村ともに2,250億円程度ずつ配

分されている。道府県、市町村とも測定単位は「人口」とし、市町村分については、段階

補正のほか、雇用対策の取組に関する指標として、歳入合計に占める自主財源の割合、第

１次産業就業者比率、地域資源を活用した取組に関する指標として、年少者人口割合、高

齢者人口割合および市町村民１人当たり農業算出額を用いた補正が適用されている。また

このほか、2010年度は、条件不利地域や小規模の市町村が必要な行政サービスを実施でき
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るよう、段階補正や人口急減補正の見直しが行なわれたことも特筆される(11)。前述の段

階補正縮減の方向からの転換といえよう。 

 このように地方交付税総額が2000年代以降、拡大から縮小へと転換していく中で、交付

税算定自体が精緻化から簡素化の方向を辿っていく。簡素化の内実はさまざまであるが、

2002年度以降は財源保障機能の縮小とも捉えられるものであり、算定簡素化論の１つの帰

結として2007年度に新型交付税が導入されている。しかしその後、地域間格差が政治課題

となる中で、その是正を意図した算定費目の追加が相次ぎ、2010年度にはこれまでの補正

係数見直しとは異なる方向での段階補正等の見直しも行なわれている。こうした算定の変

化は、交付税の抜本的改革とはいえないまでも、基準財政需要額の算定をつうじて財政需

要の内容を捉えるというよりは配分を重視した算定にシフトしていると解釈ができよう(12)。 

 

 

 2. 大都市算定の概要：市町村規模別でみた比較 

 

 以上のような近年の交付税算定の特徴を踏まえ、基準財政需要額の算定検証をつうじ大

都市の財政需要がどのように考えられてきたのかをみていくことにする。 

 図表１は、市町村規模別に基準財政需要額の推移を示したものである。 

 市町村合併の進行により、2005年度以降、都市と町村の間に断続的な変化がみられるが、

大都市(13)の基準財政需要額は、2003年度頃より徐々に増加しはじめ、市町村全体(14)に占

める割合も2006年度以降２割を超えてきている。この間の政令指定都市の増加を反映して

いる(15)。 

 そこで団体数増加の影響を除く意味で、人口（国勢調査）１人当たりの基準財政需要額 

                                                                                 

(11) 黒野（2010）、林崎（2010）、地方財務協会『改正地方財政詳解』2010年度、飛田（2010）。 

(12) 詳しくは星野（2010）。 

(13) 総務省『地方交付税等関係計数資料』における大都市は、特別区を含むが、本稿において大

都市は特別区を除くものとして扱う。 

(14) 特別区除く、以下同じ。 

(15) 政令指定都市数の推移は以下のとおり。平成元（1989）年度から平成３（1991）年度までは

11（札幌市、仙台市、川崎市、横浜市、名古屋市、京都市、大阪市、神戸市、広島市、北九州

市、福岡市）。平成４（1992）年度に12（千葉市）、平成15（2003）年度に13（さいたま市）、

平成17（2005）年度に14（静岡市）、平成18（2006）年度に15（堺市）、平成19（2007）年度

に17（浜松市、新潟市）。現在は平成21（2009）年度に岡山市、平成22（2010）年度に相模原

市が加わり19の政令指定都市がある。 



 

－ 6 － 

●
－自治総研通巻390号 2011年４月号－●

 

  図表１ 市町村規模別基準財政需要額の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  (注１) 基準財政需要額は臨時財政対策債振替前、一本算定。当初算定。 

  (注２) シェアは、特別区を除く市町村全体に対するもの。 

  (出所) 総務省『地方交付税等関係計数資料』より作成。 

 

 の推移をみたのが図表２である。同図によれば、2004年度はほぼすべての団体で１人当

たり額が低下しており、大都市の人口１人当たり基準財政需要額も低下している(16)。し

かしそれ以後、都市や町村ではむしろ増加傾向も認められるのに対し、大都市のみは中核

市や特例市と比べても低下傾向が顕著である。 

 このように大都市全体としては、政令指定都市の増加もあって財政需要額は増大してい

るものの、人口１人当たりの財政需要は他団体に比べ低下しており、この意味からは交付

税算定における大都市の財政需要は近年抑制傾向にあったと考えられる。 

 

                                                                                 

(16) 新規の政令指定都市参入の影響を除いても大都市の人口１人当たり基準財政需要額が低下基

調にあることに変わりはない。 
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   図表２ 市町村規模別人口１人当たり基準財政需要額の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    (注１) 人口は総務省『地方交付税等関係計数資料』記載の国勢調査人口。 

    (注２) 基準財政需要額は臨時財政対策債振替前、一本算定。 

    (出所) 総務省『地方交付税等関係計数資料』より作成。 

 

 

 

 3. 大都市算定抑制の要因 

 

 では、人口１人当たり額でみた大都市算定抑制にはどのような背景があり、要因が働い

ていたのだろうか。基準財政需要額の算定は、行政費目別に単位費用×測定単位×補正係

数によって行なわれ、合算されて標準的な財政需要が示される。したがって、大都市算定

抑制の要因を探る上では、①標準的な財政需要に含まれる歳出範囲、②基準財政需要額の

水準を決める上での単位費用、測定単位、補正係数それぞれの算定要素の影響、という観

点から算定をみていく必要がある。 

 

3.1 標準的財政需要に含まれる歳出範囲：行政費目 

 

 まず、標準的な財政需要に含まれる歳出の範囲という観点から大都市算定の特徴をみて

いこう。図表３は、市町村規模別に行政費目別基準財政需要額を示したものである。 
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図表３ 市町村規模別基準財政需要額行政費目別シェア（2009年度、％） 

 
  大都市 中核市 特例市 都 市 町 村 

消防費 人 口 6.5 6.6 7.2 6.7 6.4 

道路橋りょう費 道路の面積 2.3 1.8 1.8 2.5 3.8 

 道路の延長 3.7 3.5 3.1 3.2 3.1 

港湾費 港湾（係留） 0.2 0.0 0.0 0.0 0.0 

 港湾（外郭） 0.2 0.1 0.1 0.1 0.1 

 漁港（係留） 0.0 0.0 0.0 0.1 0.1 

 漁港（外郭） 0.0 0.0 0.0 0.1 0.1 

都市計画費 計画区域人口 1.9 0.8 0.8 0.6 0.3 

公園費 人 口 0.6 0.6 0.6 0.5 0.3 

 都市公園面積 0.1 0.2 0.1 0.2 0.1 

下水道費 人 口 1.8 3.1 3.3 3.4 3.1 

その他の土木費 人 口 1.5 1.6 1.6 1.4 1.2 

小学校費 児童数 1.2 1.4 1.6 1.4 1.1 

 学級数 1.3 1.5 1.5 1.6 1.4 

 学校数 0.6 0.7 0.8 1.0 1.1 

中学校費 生徒数 0.5 0.6 0.7 0.6 0.6 

 学級数 0.8 0.9 1.0 0.9 0.8 

 学校数 0.3 0.4 0.4 0.5 0.5 

高等学校費 教職員数 1.3 0.6 0.3 0.1 0.1 

 生徒数 0.2 0.1 0.1 0.0 0.0 

その他の教育費 人 口 3.8 3.4 3.5 3.2 3.3 

 幼児数 0.2 0.4 0.5 0.6 0.5 

生活保護費 市部人口 6.1 5.0 3.5 2.9 0.0 

社会福祉費 人 口 8.9 10.4 9.4 9.1 6.8 

保健衛生費 人 口 5.7 5.4 4.5 4.7 4.7 

高齢者保健福祉費 65歳以上人口 6.5 8.0 8.1 8.6 8.6 

 75歳以上人口 3.7 4.5 4.6 4.7 3.9 

清掃費 人 口 5.4 5.0 5.3 4.3 3.0 

農業行政費 農家数 0.2 0.7 0.8 1.8 2.7 

林野水産行政費 林業水産業の従業員数 0.1 0.2 0.1 0.5 1.3 

商工行政費 人 口 1.0 0.9 1.0 0.9 1.0 

徴税費 世帯数 1.0 1.1 1.2 1.3 1.3 

戸籍住民基本台帳費 戸籍数 0.3 0.3 0.3 0.4 0.4 

 世帯数 0.5 0.5 0.6 0.5 0.5 

地域振興費 人 口 8.5 5.9 5.1 4.3 4.7 

 面 積 0.5 0.6 0.3 0.5 0.7 

地方再生対策費 人 口 0.2 0.5 0.7 1.0 1.5 

 耕地及び林野面積 0.0 0.0 0.0 0.1 0.3 

地域雇用創出推進費 人 口 0.3 0.7 0.9 1.1 1.6 

小 計  77.9 78.3 75.6 75.4 71.1 

公債費  13.8 10.7 11.6 11.0 12.0 

個別算定経費 計 91.7 89.1 87.3 86.4 83.1 

包括算定経費 人 口 8.1 10.3 12.1 12.1 13.3 

 面 積 0.3 0.7 0.6 1.6 3.6 

包括算定経費 計 8.3 10.9 12.7 13.6 16.9 

個別算定経費＋包括算定経費 計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

(注) 大都市は特別区を除く。 

(出所) 総務省『地方交付税等関係計数資料』より作成。 
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 大都市が他規模団体に比べ行政費目別のシェアが高いのは、道路橋りょう費、都市計画

費といった土木費および生活保護費、保健衛生費、清掃費といった厚生費である。指定都

市市長会が大都市特有の財政需要としている土木費や民生費の大きさに対応している。さ

らに公債費も高いが、土木費のシェアの高さを反映したものでもある。また地域振興費は

人口分のシェアが高い。補正係数のうちの普通態容補正係数の影響が考えられる(17)。全

体として、大都市では個別算定経費におけるシェアが高く、包括算定経費は市町村規模が

小さくなるほどシェアが高いという傾向が顕著に現れている。他方、包括算定経費に加え、

2008年度以降の新しい算定費目である地方再生対策費、地域雇用創出推進費(18)は大都市

のシェアが最も低くなっている。近年の新しい算定費目導入にともなう歳出範囲の拡大は、

大都市にとってはむしろ相対的に不利な方向にあったことがうかがえる。 

 図表２に対応して人口１人当たりの基準財政需要額の年度差を行政費目別にみたのが図

表４である。まず旧算定適用の2003年度から2006年度にかけては、厚生費および公債費は

増加要因として働くものの、それ以外の費目は土木費を中心に軒並み減少要因として働い

ており、人口１人当たり額の減少幅は大都市および町村で大きかった。特に大都市におい

ては土木費の減少寄与が大きい。旧算定のこの時期、経常経費の増加を投資的経費の減少

が上回って基準財政需要額が減少する構図がみられている(19)。 

 新しい算定方法が導入されて以降、2008年度の対前年度差をみると、１人当たり基準財

政需要額は、大都市で減少し、都市および町村で増加幅が大きい傾向が示されている。行

政費目別には、地方再生対策費の市町村規模別にみた影響の違いが反映されており、大都

市では土木費の減少幅が大きいこともマイナスに寄与している。2009年度も、2008年度同

様、１人当たり基準財政需要額は大都市で減少、都市および町村で増加幅が大きいが、引

き続き、土木費の減少幅の大きさが大都市にマイナスに寄与する一方で、前年度の地方再

生対策費に替わり地域雇用創出推進費がその差の最も大きな要因となっている。 

 

                                                                                 

(17) 星野（2010）で、地域振興費（人口）の各補正係数の団体別の違いを検証している。2009年

度は一部経費の一括した補正適用の影響も考えられる。 

(18) 「地域雇用創出推進費」は2010年度地方財政計画において廃止されたため、2009年度に設置

された普通交付税の同費目も廃止されている。 

(19) 大都市においては同時期、経常経費が全団体中唯一減少となっている。 
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図表４ 市町村規模別行政費目別人口１人当たり基準財政需要額差 
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 2009/2008年度差 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注) 大都市は特別区除く。 

(出所) 総務省『地方交付税等関係計数資料』より作成。 

 

 このように人口１人当たり基準財政需要額の増減でみると、公債費や厚生費が増加要因

として働く一方、大都市特有の財政需要とされる土木費が減少するかたちで相殺され、大

都市の基準財政需要額は減少がみられている。併せて、地方再生対策費や地域雇用創出推

進費などの新しい算定費目の創設は、大都市財政需要を他規模団体に比べ相対的に抑制し

たものにしていることがわかる。したがってこの間の標準的な財政需要の歳出範囲は、大

都市特有の財政需要を見込む方向にはなく、むしろ町村の財政需要を積極的に捉える方向

性にあったといえる。 

 

3.2 基準財政需要額の算定要素：単位費用、補正係数 

 

 次に、基準財政需要額を決める算定要素である単位費用、測定単位、補正係数のうち、

単位費用と補正係数について検討したい。人口１人当たり額の抑制要因をみる上では、単

位費用と補正係数といった算定要素がより重要となる。 

 

(１) 単位費用 

   図表５は、新しい算定方法が導入された2007年度以降09年度までの行政費目別単位

費用（市町村分）を示している。厚生費を中心とした一部を除き、ほとんどすべての 
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図表５ 単位費用（市町村分）の推移（2007、2008、2009年度） 

単位：円、％ 

 （年度） 2007 2008 2009 
2008/2007
年度差
(円) 

2009/2008
年度差
(円) 

2008/2007 
年度伸び率 

(％) 

2009/2008 
年度伸び率 
（％） 

消 防 費 人 口 10,500 10,600 11,000 100 400 1.0 3.8 

道路の面積 85,400 81,200 80,900 -4,200 -300 -4.9 -0.4 
道路橋りょう費 

道路の延長 274,000 262,000 252,000 -12,000 -10,000 -4.4 -3.8 

港湾（係留） 33,200 30,900 28,900 -2,300 -2,000 -6.9 -6.5 

港湾（外郭） 6,290 6,410 6,300 120 -110 1.9 -1.7 

漁港（係留） 12,900 12,800 12,800 -100 0 -0.8 0.0 
港 湾 費 

漁港（外郭） 4,880 4,810 4,830 -70 20 -1.4 0.4 

都 市 計 画 費 計画区域人口 1,150 1,120 1,080 -30 -40 -2.6 -3.6 

人 口 636 620 623 -16 3 -2.5 0.5 
公 園 費 

都市公園面積 39,400 37,300 37,500 -2,100 200 -5.3 0.5 

下 水 道 費 人 口 100 100 100 0 0 0.0 0.0 

その他の土木費 人 口 1,960 1,930 1,930 -30 0 -1.5 0.0 

児童数 40,800 39,600 41,100 -1,200 1,500 -2.9 3.8 

学級数 853,000 824,000 834,000 -29,000 10,000 -3.4 1.2 小 学 校 費 

学校数 8,385,000 8,672,000 8,659,000 287,000 -13,000 3.4 -0.1 

生徒数 37,000 36,500 38,300 -500 1,800 -1.4 4.9 

学級数 1,068,000 1,040,000 1,091,000 -28,000 51,000 -2.6 4.9 中 学 校 費 

学校数 9,042,000 9,329,000 9,306,000 287,000 -23,000 3.2 -0.2 

教職員数 7,371,000 7,263,000 7,280,000 -108,000 17,000 -1.5 0.2 
高 等 学 校 費 

生徒数 75,000 72,500 72,800 -2,500 300 -3.3 0.4 

人 口 5,600 5,370 5,240 -230 -130 -4.1 -2.4 
その他の教育費 

幼児数 348,000 332,000 340,000 -16,000 8,000 -4.6 2.4 

生 活 保 護 費 市部人口 6,580 6,610 6,970 30 360 0.5 5.4 

社 会 福 祉 費 人 口 14,800 15,200 15,400 400 200 2.7 1.3 

保 健 衛 生 費 人 口 4,160 4,060 4,460 -100 400 -2.4 9.9 

65歳以上人口 71,200 69,400 70,700 -1,800 1,300 -2.5 1.9 
高齢者保健福祉費 

75歳以上人口 66,100 79,700 86,300 13,600 6,600 20.6 8.3 

清 掃 費 人 口 5,880 5,760 5,650 -120 -110 -2.0 -1.9 

農 業 行 政 費 農家数 86,000 82,500 85,300 -3,500 2,800 -4.1 3.4 

林野水産行政費 林業水産業の従業員数 253,000 245,000 253,000 -8,000 8,000 -3.2 3.3 

商 工 行 政 費 人 口 1,230 1,210 1,330 -20 120 -1.6 9.9 

徴 税 費 世帯数 6,380 6,330 6,160 -50 -170 -0.8 -2.7 

戸籍数 1,610 1,610 1,580 0 -30 0.0 -1.9 
戸籍住民基本台帳費 

世帯数 2,550 2,420 2,420 -130 0 -5.1 0.0 

人 口 1,850 1,910 2,020 60 110 3.2 5.8 
地 域 振 興 費 

面 積 1,107,000 1,105,000 1,107,000 -2,000 2,000 -0.2 0.2 

人 口 1,670 1,670 1,670 0 皆増 0.0 
地方再生対策費 

耕地及び林野面積 1,210 1,210 1,210 0 皆増 0.0 

地域雇用創出推進費 人 口 1,840 1,840  皆増 

人 口 23,220 22,600 21,830 -620 -770 -2.7 -3.4 
包括算定経費 

面 積 2,357,000 2,334,000 2,376,000 -23,000 42,000 -1.0 1.8 

(出所) 地方交付税制度研究会編『地方交付税制度解説（単位費用篇）』各年度より作成。 

 

  費目で単位費用の低下がみられる。特に、道路橋りょう費や港湾費、都市計画費、公

園費といった土木費における低下率が大きい。 

   2006年度以前の旧算定における単位費用の推移をみても（図表６）、2006年度と 
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図表６ 単位費用（市町村分）の推移（2003、2006年度） 

単位：円、％ 

 （年度） 2003 2006 
2006/2003 
年度差(円) 

2006/20003 
年度年率換算 
伸び率(％) 

経常経費    
消防費 人 口 10,900 10,600 -300 -0.9 
道路橋梁費 道路の面積 111,000 92,800 -18,200 -5.8 
港湾費 港湾（係留） 36,400 36,600 200 0.2 
 漁港（係留） 14,500 13,300 -1,200 -2.8 
都市計画費 計画区域人口 1,390 1,240 -150 -3.7 
公園費 人 口 689 662 -27 -1.3 
 都市公園面積 44,900 42,200 -2,700 -2.0 
下水道費 人 口 135 100 -35 -9.5 
その他の土木費 人 口 1,630 2,090 460 8.6 
小学校費 児童数 46,600 41,700 -4,900 -3.6 
 学級数 972,000 907,000 -65,000 -2.3 
 学校数 10,938,000 7,692,000 -3,246,000 -11.1 
中学校費 生徒数 38,900 38,100 -800 -0.7 
 学級数 1,176,000 1,126,000 -50,000 -1.4 
 学校数 12,955,000 9,020,000 -3,935,000 -11.4 
高等学校費 教職員数 8,101,000 7,529,000 -572,000 -2.4 
 生徒数 69,400 53,800 -15,600 -8.1 
その他の教育費 人 口 6,430 6,010 -420 -2.2 
 幼児数 400,000 360,000 -40,000 -3.5 
生活保護費 市部人口 5,750 6,790 1,040 5.7 
社会福祉費 人 口 8,470 14,500 6,030 19.6 
保健衛生費 人 口 4,280 4,510 230 1.8 
高齢者保健福祉費 65歳以上人口 68,200 80,800 12,600 5.8 
 70歳以上人口 41,500 71,100 29,600 19.7 
清掃費 人 口 6,710 6,260 -450 -2.3 
農業行政費 農家数 65,300 69,900 4,600 2.3 
商工行政費 人 口 1,250 1,270 20 0.5 
その他の産業経済費 林業水産業及び鉱業の従業者数 132,000 145,000 13,000 3.2 
企画振興費 人 口 4,900 4,570 -330 -2.3 
徴税費 世帯数 9,140 7,640 -1,500 -5.8 
戸籍住民基本台帳費 戸籍数 1,690 1,680 -10 -0.2 
 世帯数 3,000 2,710 -290 -3.3 
その他の諸費 人 口 12,400 13,700 1,300 3.4 
 面 積 2,563,000 3,587,000 1,024,000 11.9 
投資的経費    
道路橋梁費 道路の延長 516,000 299,000 -217,000 -16.6 
港湾費 港湾（外郭） 9,150 6,140 -3,010 -12.5 
 漁港（外郭） 6,670 4,810 -1,860 -10.3 
都市計画費 計画区域人口 1,120 545 -575 -21.3 
公園費 人 口 244 106 -138 -24.3 
下水道費 人 口 110 124 14 4.1 
その他の土木費 人 口 665 357 -308 -18.7 
小学校費 学級数 827,000 668,000 -159,000 -6.9 
中学校費 学級数 827,000 668,000 -159,000 -6.9 
高等学校費 生徒数 36,900 28,000 -8,900 -8.8 
その他の教育費 人 口 294 190 -104 -13.5 
社会福祉費 人 口 539 369 -170 -11.9 
高齢者保健福祉費 高齢者人口 2,210 1,450 -760 -13.1 
清掃費 人 口 756 365 -391 -21.6 
農業行政費 農家数 40,600 25,600 -15,000 -14.2 
その他の産業経済費 林業水産業及び鉱業の従業者数 125,000 88,800 -36,200 -10.8 
企画振興費 人 口 1,340 770 -570 -16.9 
その他の諸費 人 口 1,730 822 -908 -22.0 
 面 積 349,000 202,000 -147,000 -16.7 

(出所) 地方交付税制度研究会編『地方交付税制度解説（単位費用篇）』各年度より作成。 
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  2003年度の対比で、投資的経費の単位費用の低下が際立っている。道路橋りょう費は

516,000円から299,000円（年率換算△16.6％）、港湾費（港湾）は9,150円から6,140

円（同△12.5％）、都市計画費は1,120円から545円（同△21.3％）に低下している。 

   地方財政計画において、財政再建のための投資的経費削減が進められたことや、決

算との乖離是正策として地方単独事業費の削減が行なわれた影響が出ている。地方財

政計画の縮減は単位費用に反映され、その影響は全団体一律に及ぶものとはいえ、大

都市においてシェアの高い費目での単位費用低下は、相対的に大都市の財政需要を抑

制することにつながってくる。前述の2008年度以降の新しい算定費目の創設は、町村

を中心にこのような影響を緩和する役割を果たしているが、大都市においては緩和措

置が働くことなく、地方財政計画縮減にともなう単位費用低下がそのまま財政需要の

抑制につながったとみることもできる。勿論一方で、大都市においてシェアの高い厚

生費の単位費用の増加はみられたわけだが、社会保障費抑制の方針の下での増加であ

り、実態としては厚生費や公債費の増加を相殺して投資関連経費が大都市財政需要を

押し下げていることは図表４にみたとおりである。 

 

(２) 補正係数：普通態容補正係数を中心に 

   次に算定要素のうち、大都市特有の財政需要を反映させる補正係数として、普通態

容補正係数をみることにする。補正係数は、各団体の標準的な財政需要を算定する際

に、全国一律の単位費用×各団体の測定単位だけでは捕捉できない各団体ごとのサー

ビス供給量や供給コストの違いを反映させるものである。各団体の標準的な財政需要

額は、団体の規模の大小やサービス供給量の差のほか、団体の社会的、経済的あるい

は制度的な性格の差によっても異なり、このような要素にもとづく差を見込むものと

して態容補正(20)がある。このうち普通態容補正は、地方団体の都市的形態の程度等

の行政の質量の差(21)あるいは制度上の行政権能の差によって生ずる単位当たり経費

の差を的確に基準財政需要額に反映させるために適用されるものである(22)。政令指

定都市としての行政権能のほか、都市化の程度が財政需要に反映される点で、いわゆ

                                                                                 

(20) 態容補正には、普通態容補正、経常態容補正、投資態容補正（投資補正、事業費補正）があ

る。 

(21) 「行政質量差によるもの」は、さらに「都市化の度合いによるもの」「隔遠の度合いによる

もの」「農林業地域の度合いによるもの」に分かれている。 

(22) 兵谷ほか（1999）、pp.229-241を参照した。 
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る大都市特有の財政需要を見込む補正と位置づけられる。 

   市町村の普通態容補正係数は、具体的には各費目を通ずる行政の一般的質量差を表

す共通係数と各費目固有の行政の質量差を表す個別係数の合算額として算出される(23)。

共通係数の基礎となるのは給与差である。2005年度までは種地別に共通係数を算出し

ていたが、給与構造の改革により民間賃金の地域格差が適切に反映できるよう調整手

当が廃止され、地域手当が支給されるようになった。それにともない、2006年度から

は、地域手当の支給割合にもとづいて定める地域手当の級地別に共通係数を設定する

変更が行なわれている(24)。2006年度についてはその差分の影響が含まれる(25)。 

   普通態容補正係数は、2006年度以降、このような共通係数の変更に加え個別係数に

ついて、地方財政計画における一般行政経費の抑制、最近の決算の状況、地方団体の

予算計上におけるシーリングの状況等を勘案して、３年間で10％程度の一律削減を行

なうこととされた(26)。この背景には、算定方法の簡素化の下での補正係数の削減が

ある。算定簡素化の方針の下、道府県分について補正係数の適用を概ね半減するとい

う目標が達せられたことから、2006年度からは道府県並みの行政権能と財政規模を有

する政令指定都市の算定の簡素化が着手されることになり、普通態容補正の個別係数

や商工行政費の密度補正の見直しが行なわれた(27)。 

   黒田（2006）によれば、交付税総額が抑制的に推移する中で、基準財政需要額は減

額していくことになるが、その場合、法令等による義務づけ、基準づけの度合いの低

                                                                                 

(23) 具体的な市町村の普通態容補正係数は、①各費目固有の行政の質量差を表す係数としての個

別係数を用いて各種地ごとの基準評点における係数を算定した上で、これらを結ぶ直線方程式

に種地決定の基準となる各団体ごとの評点を代入することにより算定した率、②各費目を通ず

る行政の一般的質量差を表す係数としての地域手当の級地区分に応じた共通係数により算定し

た率、の合算した率とされる。なお「港湾費」、「小学校費」、「中学校費」、「高等学校

費」、「農業行政費」、「林野水産行政費」、に係る普通態容補正係数は、行政の一般的質量

差を表す係数としての地域手当の級地区分に応じた共通係数のみにより算定する。また2009年

度の「港湾費」「小学校費」「中学校費」「高等学校費」「農業行政費」及び「林野水産行政

費」に係わる普通態容補正係数は、行政の一般的質量差を表す係数としての地域手当の級地区

分に応じた共通係数のみにより算定することとされている（地方交付税制度研究会編『地方交

付税制度解説（補正係数・基準財政収入額篇）』2009年度、p.11。）。 

(24) 出口（2006）、pp.171-172。ただし最長2010年度までの間、国家公務員の地域手当の支給割

合について、従前の調整手当の支給割合と地域手当の支給割合の差異が段階的に縮小するよう

経過措置が講じられることになっている。 

(25) 黒田（2006）、p.149。 

(26) 出口（2006）、pp.172-173。 

(27) 出口（2006）、p.171。 
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い経費からの減額となる。その際の算定方法は、単位費用についてはその額そのもの

が法定され、測定単位についても法律で具体的に定義されていることから、主には、

省令により具体の算定方法が決定される補正係数による増加財政需要額について、そ

の減額を図ることになる。見直しは、法令等により義務づけられた経費に係る補正係

数ではなく、「それぞれの地域の経済活動や流入人口の動向等に基づく増加財政需要

を実態に即して反映する補正係数から、簡素化の観点も含めて見直しを図っていくこ

とが妥当」であり、「都市化の状況等により増加する財政需要を反映するための普通

態容補正の個別係数について、地方団体の予算におけるシーリングの状況等も勘案し

て、まず平成18年度からの３年間で10％程度の一律の削減を行なうこととしたのは、

このような考え方による｣(28)とする。算定簡素化の下での補正係数削減として、都市

化の状況を反映する財政需要である普通態容補正の個別係数が、まず先行して対象と

なるという考え方が明確に示されたものである。 

   具体的な係数をいくつかの行政費目を対象にみてみたい。まず図表７は、政令指定

都市の該当する級地（および2005年度は種地）を対象に共通係数の推移をみたもので

ある(29)。2005年度以降概ね上昇しているが、級地によって違いもある。これら共通

係数は各行政費目に適用される際には、同図の共通係数に各行政費目の給与比率(30)

や行政権能差が乗じられて用いられる。したがって共通係数も行政費目別に異なるこ

とになる。 

   次に、大都市においてシェアの高い都市計画費、保健衛生費、清掃費を取り上げ、

各行政費目別の個別係数をみてみた（図表８）。個別係数は種地で算出されるため、

政令指定都市の該当する種地と基準地（Ⅰ－４）の個別係数を示した。実際に適用さ

れる際は、都市計画費および保健衛生費は政令指定都市の行政権能差が乗じられたも

のとなる。2009年度の都市計画費および保健衛生費の政令指定都市の行政権能差率は

                                                                                 

(28) 黒田（2006）、p.153。さらに「平成18年度の算定においては、個別係数の見直しについて、

１月の担当課長会議以来、様々の場をお借りして言及してきたところであるが、この点を織り

込んだ上で予算見積もりをしていただけなかった地方団体もあった。更なる説明の必要性を感

じているものであるが、是非、この点については、今後の方向性として御認識いただきたい」

（同、p.153）とある。 

(29) ２級－１（大阪市（種地Ⅰ10ｂ、以下Ⅰを省略）３級－１（横浜市、名古屋市（10ｂ）、川

崎市（９ａ））、３級－２（さいたま市（８ａ））、４級－１（京都市、神戸市（９ａ））、

４級－２（福岡市（９ｂ）、千葉市（８ａ））、４級－３（広島市（８ｂ））、５級－３（仙

台市（８ｂ））、６級－２（北九州市（８ａ）、札幌市（８ｂ））。 

(30) 一般財源に占める給与費の割合。 



 

－ 17 － 

●
－自治総研通巻390号 2011年４月号－●

それぞれ1.027、1.743である。行政費目で異なる個別係数が、どのような算定方法と

根拠により算出されているかは明白ではないが、保健衛生費以外の都市計画費や清掃 

 

   図表７ 普通態容補正共通係数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注１) 横軸の上段は級地（2006年度以降）、下段は種地（2005年度）。 

(注２) ６－１、６－２の併記は、該当市が2006、07年度が６－１、2008、09年度

は６－２となったため。 

(出所) 地方交付税制度研究会編『地方交付税制度解説（補正係数・基準財政収入

額篇）』各年度より作成。 

 

図表８ 普通態容補正個別係数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
(出所) 地方交付税制度研究会編『地方交付税制度解説（補正係数・基準財政収入額篇）』各年度

より作成。 
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  費では前述の方針のとおり2006年度以降の個別係数の低下が顕著に表れている。また

いずれの行政費目においても、費目ごとの差はあるが、基準地（Ⅰ－４）よりは政令

指定都市の該当する級地において低下率は大幅となっている。 

   このような普通態容補正の共通係数と個別係数が、各行政費目の補正係数にどのよ

うに反映されたか、政令指定都市を例にみたのが図表９である。既に述べたとおり、

各行政費目においては、給与比率や行政権能差の影響を受けており、別の費目で一括

適用される場合(31)もある。したがって、図表７および図表８の共通係数と個別係数

がそのまま適用されているわけではない。また最終的には普通態容補正以外の補正係

数の影響も受けて当該行政費目の補正係数が決められることになるため、普通態容補 

 

図表９ 都市計画費・保健衛生費・清掃費の補正係数：政令指定都市Ａ市 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注１) 都市計画費および清掃費の2005、2006年度は経常経費のみの補正係数。 

(注２) 都市計画費の補正係数は、2005、06年度は経常経費が普通態容補正、投資的経費は普通態

容補正×投資補正＋事業費補正。2007、08年度は普通態容＋（投資補正Ⅱ（08年度は投資補

正）－１）＋（事業費補正－１）、2009年度は普通態容＋（事業費補正－１）。保健衛生費

の補正係数は、段階補正×普通態容補正＋（密度補正Ⅰ－１）＋（密度補正Ⅱ－１）。清掃

費の補正係数は、2005、06年度は経常経費が普通態容補正＋（密度補正－１）、投資的経費

が事業費補正－１。2007年度以降は普通態容補正＋（密度補正－１）＋（経常態容補正－

１）＋（事業費補正－１）。 

(出所) Ａ市「普通交付税、地方特例交付金及び臨時財政対策債発行可能額算出資料」各年度より

作成。 
 

                                                                                 

(31) 市町村分の清掃費は2009年度に地域手当分を地域振興費（人口）において一括適用するとあ

る（地方交付税制度研究会編『地方交付税制度解説（補正係数・基準財政収入額篇）』2009年

度、p.11）。 

0.000

1.000

2.000

3.000

4.000

5.000

6.000

7.000

2005 2006 2007 2008 2009

事業費補正

普通態容補正

個別係数

共通係数

(補正係数）

(年度）

0.000

0.500

1.000

1.500

2.000

2.500

3.000

2005 2006 2007 2008 2009

段階補正×普通態容

密度補正 普通態容補正
共通係数 個別係数

(補正係数）

(年度）

0.000

0.500

1.000

1.500

2.000

2.500

2005 2006 2007 2008 2009

普通態容補正 密度補正

経常態容補正 事業費補正

　共通係数 　個別係数

(補正係数）

(年度）

都市計画費 保健衛生費 清　掃　費



 

－ 19 － 

●
－自治総研通巻390号 2011年４月号－●

  正係数の最終補正係数に与える寄与度は行政費目によって異なり、必ずしも影響度が

高くないものもある。こうした点を踏まえたとしても、普通態容補正係数は前述の考

え方にもとづき近年抑えられていることが示された内容になっている。すなわち、大

都市特有の財政需要を反映させる補正係数をつうじても、大都市の財政需要は抑制さ

れる状況にあったといえる。 

 

3.3 小 括 

 

 以上の検証の結果、大都市における交付税算定抑制の要因は次のように整理されよう。

まず、標準的な財政需要と捉えられる歳出範囲が、大都市にとって特有の財政需要を見込

む方向にはない。特に、地域格差是正が政治的課題となる中で、2008年度以降、算定に新

たに導入された追加的費目は、町村を中心とした基準財政需要額を押し上げる一方、大都

市のそれを相対的に抑制している。また、基準財政需要額の算定要素をみても、財政再建

および地方財政計画と決算との乖離是正を受けた地方財政計画の抑制は、投資的経費を中

心に単位費用の大幅な低下をもたらすことになり、これは、土木費のシェアの高い大都市

にとって、基準財政需要額全体の減少要因として作用している。このような単位費用の削

減は、町村にも同様の影響をもたらすものであるが、その後の追加的算定費目の導入が町

村を救済したのに対し、大都市にとっては緩和措置として働かず大都市の財政需要を相対

的に不利な状況にしている。さらに大都市特有の財政需要を見込む補正係数である普通態

容補正についても、交付税抑制、基準財政需要額削減という要請の下、市町村における補

正係数見直しの先行的な対象と位置づけられており、具体的な検証からも補正係数をつう

じて、財政需要は抑えられる方向にあったことが確認された。 

 このように政令指定都市自体は増加し、大都市の基準財政需要額は増加しているものの、

標準的財政需要の歳出範囲および基準財政需要額の算定要素の双方からみて、大都市特有

の財政需要が交付税算定に盛り込まれる方向にはなく抑制的に働いたと判断できる。 

 

 

 4. 大都市別にみた算定 

 

 これまでは大都市算定の特徴を、主に、他規模団体との比較でみてきたが、大都市別の

算定からも確認しておきたい。 
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 まず、2003年度を100として大都市別の基準財政需要額の推移を示したのが図表10であ

る。同図によれば、各大都市は、さいたま市を例外として(32)、基準財政需要額は減少基

調にあるが、2006年度までは全市町村計に比べ減少の程度は軽微な団体が多い。１つには、

2006年度に国勢調査替があり、人口が増加もしくは減少の程度が軽微な大都市では基準財

政需要額の低下の程度が他団体に比べ小さかったことが考えられる。しかし2007年度は、 

 

図表10 大都市別基準財政需要額の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
(注１) 基準財政需要額は臨時財政対策債振替前。一本算定。 

(注２) 全市町村計は特別区を除く市町村合計。 

(出所) 総務省『地方交付税等関係計数資料』より作成。 
 

                                                                                 

(32) さいたま市の2005年度の基準財政需要額の急激な伸びは、2005年４月１日に岩槻市と合併し

たことによるもの、さらに2006年度以降の上昇は合併特例債の算入による影響である（さいた

ま市財政課）。 
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大都市の多くが全市町村計よりも落ち込み幅が大きくなっている。その後も、2008、2009

年度は全市町村計では反転の兆候がみられるのに対し、ほとんどの大都市で減少基調が続

いている。 

 こうした動向を行政費目別にみたのが図表11である。同図によれば、合併にもとづく影

響のあるさいたま市を除き、2003年度から2006年度にかけては、厚生費や公債費が増加要

因として働く以外は、厚生費以外の経常経費のほか、投資的経費が軒並み基準財政需要額

を減少させていることが、すべての団体に共通してみられている。新しい算定が導入され

て以降の2008年度前年度対比では、公債費の増加が下支えしているものの、土木費や包括

算定経費といった、いわゆる投資的経費を中心として、実質的には基準財政需要額の減少

がいずれの団体でも顕著といえる。その中で、市町村合計は、各大都市とは対照的に「個

別算定（その他）」（図表11）を支えに明らかな基準財政需要額の増加が示されている。

地方再生対策費創設にともなう影響の違いである。また2009年度の前年度対比では、各団

体とも厚生費の増加寄与が高く、単位費用上昇の影響などが考えられるが、土木費や包括

算定経費は減少している。公債費はじめ地域振興費や、その他の個別算定経費において各

団体間での違いも生じているが、市町村合計との差は、地方再生対策費や地域雇用創出推

進費といった新たに創出された算定項目の影響が大きい。 

 

図表11 大都市別行政費目別基準財政需要額の伸び率 
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(注) 市町村合計は特別区を除く市町村合計。一本算定。 

(出所) 各政令指定都市『地方交付税算定台帳』、総務省『地方交付税等関係計数資料』より作成。 

 

 

 このように大都市別でみても、大都市の標準的な財政需要である基準財政需要額が減少
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基調にあることは明らかである。基準財政需要額が公債費によって押し上げられているこ

とを考慮すれば、実質的にはさらに減少しているといえる。さらに、この間の大都市が一

部を除いて人口が増加していたことを踏まえれば、前節でみたように人口１人当たり額で

は一層の低下基調にあるといえ、いずれにしても他団体と比較して、大都市財政需要の抑

制が裏付けられる。 

 

 

 むすびにかえて 

 

 以上、近年の交付税算定の流れと特徴を踏まえ、基準財政需要額の検証から大都市の標

準的な財政需要の現状を具体的に示してきた。地方財政計画、地方交付税総額抑制を受け、

算定要素の１つである単位費用が低下する中、もう１つの要素である補正係数も、算定簡

素化の方針の下、大都市の財政需要を反映する普通態容補正係数は先行的な整理対象とみ

なされ、その縮減が行なわれてきた。その結果、大都市の標準的な財政需要は減少傾向を

示している。さらに標準的な財政需要の歳出範囲も、新しい算定費目の追加により町村中

心の財政需要の嵩上げが行なわれ、大都市の財政需要は他規模団体と比較しても相対的に

抑制されたものになっている。 

 このような検証結果にもとづき、大都市特有の財政需要はどのように考えられているの

かという課題に立ち返れば、次のように述べることができよう。すなわち、近年、基準財

政需要額の算定が財政需要の内容を捉えるというよりは配分を重視した算定にシフトして

いる中で、大都市特有の財政需要を問われるよりは財政力が高いがゆえに総額抑制の下で

相対的により抑制されるべき対象になっている。また近年進められてきた民間委託等の行

政改革は、大都市においてより成果が現れる性格のものである。そのため、普通態容補正

にも示されていたように、実態が算定に影響を与えるかたちで補正係数が縮減し、大都市

の基準財政需要額の減少をもたらした側面も考えられる。 

 かつて大都市や大都市圏における地方交付税の基準財政需要額が現実の財政需要（一般

財源充当額）を充分反映していないという問題に対し、基準財政需要額の再編成および算

定方法の改正を求める改革案が示されることもあった。藤田（1984）では、基準財政需要

額の再編成として、高度成長型から福祉型への転換、大都市（圏）の街路、上下水道など

の基盤的施設の整備を反映しうるような再編成が必要であること、算定方法の改正に関し

ては、測定単位が大都市の昼間人口を反映していないことを問題とした。また、補正係数
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は測定単位や単位費用が財政需要からかい離している下では効果に限界があるが、事業費

補正が国の計画遂行の手段ではなく、自主的な事業計画にもとづく施設に反映できるよう

な内容に変更すべきという改革案が提示されている。さらに単位費用は自治体の自主的な

社会福祉、教育、住宅、保健衛生などの行政需要を充分に充たしうるような単位費用の算

定とすべきこと、その前提となる標準団体のとり方も、細分化しそれぞれに単位費用を算

出する必要があるといった改革案であった。 

 「大都市特有の財政需要を的確に反映させる仕組みを地方交付税算定に構築すべき｣(33)

とする要求自体は今日に共通するとしても、地方財政計画や地方交付税総額が拡大してい

た時期と、総額が抑制されている今日とでは、大都市財政需要の位置づけと課題は大きく

異なっている。大都市需要を反映するためにより細かく精緻な算定方法を求める改革案は、

今日の算定簡素化の方向性には逆行するものである。また総額が抑制される下では、不交

付団体水準超経費や留保財源も含め、不交付団体と交付団体、あるいは交付団体間の格差

について、算定における単位費用と補正係数で対応していくことが難しくなっているとも

考えられる。標準的な財政需要の歳出範囲がより町村を中心とした内容となっていること

については、総額抑制下での配分を考えていく上で、算定費目での対応をつうじ、財政力

が高い大都市の財政需要を相対的に抑えていくという今日的対応がとられているとみるこ

ともできる。総額抑制の下で、算定方法に変化が現れ、その結果、大都市財政需要の考え

方にも変化が生じていると捉えられる。 

 しかし、大都市においては人口集中や家族機能の弱化、単身世帯の増加といった今日的

な課題が、対人社会サービスの財政需要を増大させていることも事実である。対人社会

サービスの重要性がこれまで以上に増す中で、このような財政需要が反映され、行政水準

が保障された算定となっているかどうかは検証されていく必要があるだろう。「地方の財

政需要を適切に積み上げ」、「標準的な行政サービスの提供に必要な地方交付税の総額を

確保｣(34)していくというスタンスは、基準財政需要額の算定が簡素化の方向にあり、行政

内容の中身よりは配分を重視したものにシフトしつつある現状では、大都市側が自ら行い

提案していく重要性が高まっていると思われる。現状の算定方針の課題は、大都市算定に

現れている面もあるといえるだろう。 

（ほしの なほこ 和光大学経済経営学部准教授） 

                                                                                 

(33) 指定都市市長会（2010）、p.17。 

(34) 指定都市市長会（2010）、p.17。 
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